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十
一
日
に
起
き
た
東
北
地
方
太

平
洋
沖
地
震
で
は
千
代
田
区
内
で

も
激
し
い
揺
れ
に
よ
っ
て
ビ
ル
外

壁
の
落
下
や
ガ
ラ
ス
が
割
れ
る
、

屋
内
で
は
タ
ン
ス
な
ど
が
倒
れ
る

な
ど
の
被
害
が
出
て
お
り
、
多
く

の
区
民
の
み
な
さ
ん
か
ら
様
々
な

不
安
の
声
や
要
望
が
寄
せ
ら
れ
て

い
ま
す
。

私
は
党
区
議
団
や
区
民
の
み
な

さ
ん
と
一
緒
に
十
六
日
、
「
緊
急

対
策
」
を
区
に
申
し
入
れ
ま
し
た
。

「
申
し
入
れ
」
で
は
、
「
被
災

者
支
援
の
た
め
、
国
や
都
と
連
携

し
、
区
と
し
て
の
支
援
を
お
こ
な

う
こ
と
」
「
『
震
災
な
ん
で
も
相

談
窓
口
』
の
創
設
」
な
ど
六
項
目

（
全
文
は
裏
面
）
を
求
め
ま
し
た
。

対
応
し
た
大
山
副
区
長
は
「
区

と
し
て
も
被
災
者
支
援
へ
力
を
入

れ
る
。
申
し
入
れ
の
内
容
は
細
か

く
検
討
す
る
」
と
述
べ
ま
し
た
。

合
わ
せ
て
、
こ
の
間
、
み
な
さ

ん
に
ご
協
力
い
た
だ
い
た
神
田
地

域
に
特
養
ホ
ー
ム
の
増
設
を
求
め

る
」
署
名
を
提
出
、
区
へ
要
望
し

ま
し
た
。

被
災
者
支
援
に
全
力
を

「
相
談
窓
口
」
を
早
急
に

震災対策と特養ホーム増設を求める申し入れ（16日）

日
本
で
観
測
史
上
最
大
と
な
っ

た
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
の
被

害
は
甚
大
な
も
の
に
な
っ
て
い
ま

す
。
犠
牲
と
な
っ
た
方
に
心
か
ら

哀
悼
の
意
を
表
す
る
と
と
も
に
被

災
者
の
み
な
さ
ん
に
心
か
ら
お
見

舞
い
を
申
し
上
げ
ま
す
。

日
本
共
産
党
は
「
東
北
地
方
太

平
洋
沖
地
震
対
策
本
部
」
を
立
ち

上
げ
、
現
在
「
震
災
救
援
募
金
」

に
と
り
く

ん
で
い
ま

す
。
募
金

は
下
記
口

座
、
ま
た

は
ご
連
絡

頂
け
れ
ば
お
伺
い
い
た
し
ま
す
。

一
人
で
も
多
く
の
方
の
ご
協
力
を

お
願
い
し
ま
す
。

※募金先：郵便振替口座 00170-7-98422 日本共産党中央委員会 ※通信欄に「地震救援募金」とご記入下さい

東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
の

被
災
者
救
援
へ
ご
協
力
下
さ
い



千代田区長 石川 雅己殿

東北地方太平洋沖地震に関する緊急申し入れ

2011年３月16日（木）

日本共産党千代田区議団

１１日に発生した「東北地方太平洋沖地震」は、日本での観測史上最大の巨大地

震となり、地震と津波による被害は甚大なものになっています。何をおいても被災

者の救援・救助が求められています。原発震災への対応も急がれます。

千代田区でも震度５強を記録しました。区民からは、恐怖と不安がこもごも語ら

れるとともに、要望も寄せられています。

つきましては、次のことに対応されますよう緊急に申し入れます。

記

１．「震災なんでも相談窓口」を設置し、区民からの相談に応じること。

２．区内の被害状況を把握し、適宜、公表すること。

３．被害に対して、速やかな対応策を講じること。公共施設の安全確保・修復作業

を急ぐことはもとより、区民の修繕等の要望に対応できるよう、応急資金貸付事

業や木造住宅耐震促進事業などの運用の弾力化をはかること。

４．被災者救援のため、国や都と連携し、区としてできる限りの支援を行うこと。

５．原発事故による放射性物質の飛散、拡散に対して区民の不安が広がっている。

その不安に応えられるように、国や都と連携し、正確な情報収集に努めること。

また、あらゆる専門家、専門家集団の英知を結集して事態の掌握と危険の除去、

安全対策をはかるよう国に強く働きかけること。

６・今後の余震等に備え、震災時の対応策を強化すること。

①家具転倒防止策を講ずることなど、被害を最小限に抑える対応策の周知・徹底

に努めること。

②帰宅困難者・特に外来者が避難・宿泊できる場所を確保し、その情報を適切に

周知・徹底できる方策を講ずること。

③防災無線のさらなる活用をはかること。

以上


